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要件が見直しされる加算について 

 

・ピアサポート体制加算【新設】（自立生活援助、計画相談支援、障がい児相談支援、地域移行支援、地

域定着支援） 

※ ピアサポート体制加算の算定要件 

（１）地域生活支援事業の「障害者ピアサポート研修（基礎研修及び専門研修）」を修了した次の者

をそれぞれ常勤換算方法で0.5人以上配置していること（併設する事業所（計画相談支援・障害児

相談支援・自立生活援助・地域移行支援・地域定着支援に限る。）の職員を兼務する場合は兼務先

を含む業務時間の合計が0.5人以上の場合も算定可。）。 

① 障害者又は障害者であったと都道府県又は市町村が認める者※ 

※ 「都道府県又は市町村」は、自立生活援助、地域移行支援及び地域定着支援は都道府県、指定

都市又は中核市、計画相談支援及び障害児相談支援は市町村。 

② 管理者又は①の者と協働して支援を行う者 

なお、令和６年３月31日までの間は、経過措置として、都道府県又は市町村が上記研修に準ずる

と認める研修を修了した①の者を常勤換算方法で0.5人以上配置する場合についても本要件を満た

すものとする。（②の者の配置がない場合も算定可。） 

（２）（１）の者により、事業所の従業員に対し、障害者に対する配慮等に関する研修が年１回以上

行われていること。 

（３）（１）の者を配置していることを公表していること。 

 

・居住支援連携体制加算【新設】（自立生活援助、地域移行支援、地域定着支援） 

 以下のいずれの要件も満たす場合に算定する。 

（１）居住支援法人又は居住支援協議会との連携体制を確保し、その旨公表していること。 

（２）月に１回以上、居住支援法人又は居住支援協議会と情報連携を図る場を設けて、住宅の確保及

び居住支援に係る必要な情報を共有すること。 

 

 

・常勤看護職員等配置加算【見直し】（生活介護） 

常勤看護職員等配置加算に、常勤の看護職員を３人以上配置し、判定スコアの各項目に規定する状

態のいずれかに該当する利用者を２名以上受け入れている事業所を評価する区分を創設する。 

 

 

・重度障害者支援加算【見直し】（生活介護） 

 重度障害者支援加算に「重症心身障害者を支援している場合」に算定可能となる区分を創設し、人

員配置体制加算と常勤看護職員等配置加算に上乗せする形で評価する。 

 利用者の状態確認や利用者が環境の変化に適応するためのアセスメント期間を一定程度見直し、加

算算定期間の延長及び加算の単位数を見直す。 

 強度行動障害を有する者が、障害者支援施設が実施している生活介護を通所で利用している場合
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（当該障害者支援施設の施設入所支援の利用者以外の者が生活介護を利用している場合）であって、

当該利用者の支援計画を作成し、当該計画に基づいて支援を行った場合についても加算の算定を可能

とする。 

［見直し後］ 

イ 重度障害者支援加算（Ⅰ） 50単位／日 

※ 人員配置体制加算(Ⅰ)及び常勤看護職員等配置加算(Ⅲ)を算定している指定生活介護事業所等

であって、重症心身障害者が２人以上利用しているものとして都道府県知事又は市町村長に届け

出た指定生活介護等の単位において、指定生活介護等の提供を行った場合に、１日につき所定単

位数を加算する。 

 

ロ 重度障害者支援加算（Ⅱ） 

（一）体制を整えた場合 ７単位／日 

（二）支援を行った場合 180単位／日 

※ （二）について、加算の算定を開始した日から起算して180日以内は＋500単位／日 

※ 別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとして都道府県知事又は市町村長に届

け出た指定生活介護事業所等において、指定生活介護等の提供を行った場合に、１日につき所定

単位数を加算する。 

※ イ、ロの加算については、指定障害者支援施設等が施設入所者に指定生活介護等の提供を行っ

た場合は算定しない。 

 

 

・口腔衛生管理体制加算【新設】（施設入所支援） 

指定障害者支援施設等において、歯科医師又は歯科医師の指示を受けた歯科衛生士が、施設従業者

に対する口腔ケアに係る技術的助言を月１回以上行っている場合に、１月につき所定単位を加算す

る。 

 

 

・医療的ケア対応支援加算【新設】（共同生活援助） 

指定障害福祉サービス基準に定める員数の従業者に加え、看護職員を常勤換算方法で１以上配置し

ている事業所において、医療的ケアが必要な者に対して指定共同生活援助等を行った場合に加算す

る。ただし、重度障害者支援加算（Ⅰ）又は医療連携体制加算が算定される場合は算定しない。 

 

 

・強度行動障害体験利用加算【新設】（共同生活援助） 

以下の①及び②のいずれにも該当する事業所において、強度行動障害を有する者に対して体験利用

として指定共同生活援助又は日中サービス支援型指定共同生活援助を行った場合に、１日につき所定

単位数を加算する。ただし、重度障害者支援加算が算定される場合は算定しない。 

① サービス管理責任者又は生活支援員のうち１人以上が以下のいずれかの研修の修 了者 
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・強度行動障害者支援者養成研修（実践研修） 

・行動援護従業者養成研修 

②  生活支援員のうち20％以上が、以下のいずれかの研修の修了者 

・強度行動障害者支援者養成研修（基礎研修） 

・行動援護従業者養成研修 

 

 

・夜間支援等体制加算【見直し】（共同生活援助） 

夜間支援等体制加算（Ⅰ）について、夜間支援業務の実態を踏まえ、入居者の障害支援区分に応じ

たメリハリのある加算に見直す。 

手厚い支援体制の確保や適切な休憩時間の取得ができるよう、住居ごとに常駐の夜勤職員に加え

て、事業所単位で夜勤又は宿直の職員を配置し、複数の住居を巡回して入居者を支援する場合に評価

する加算を創設する。 

現行の加算額は、支援対象者の人数が８人以上の場合は複数人ごとに加算額を設定しているため、

支援対象者が多い方が合計の加算額が少なくなる事例が生じていることから、支援対象者の人数が１

人増えるごとに加算の単位数を設定する。 

 

 

・福祉専門職員配置等加算【見直し】（就労継続支援Ａ型・就労継続支援Ｂ型） 

就労継続支援についても、一般就労への移行の更なる促進を見込み、作業療法士を福祉専門職員配

置等加算における有資格者として新たに評価する。 

 

 

・主任相談支援専門員配置加算【新設】（計画相談支援、障がい児相談支援） 

主任相談支援専門員の配置については、見直し後の基本報酬のいずれの区分においても、常勤専従

の主任相談支援専門員を１人以上配置していることを別途評価する加算を創設する。 

主任相談支援専門員を事業所に配置した上で、事業所の従業者に対し当該主任相談支援専門員がそ

の資質の向上のために研修を実施した場合に加算する。 

 

 

・特定事業所加算【廃止】 

⇒機能強化型サービス利用支援費【新設】（計画相談支援、障がい児相談支援）★ 

［現 行］ 

（１）特定事業所加算Ⅰ 500単位／月 

（算定要件） 

イ 常勤かつ専従の相談支援専門員を４名以上配置し、かつ、そのうち１名以上が主任相談支援専

門員であること。 

ロ 利用者に関する情報又はサービス提供に当たっての留意事項に係る伝達等を目的とした会議を
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定期的に開催すること。 

ハ 24時間連絡体制を確保し、かつ、必要に応じて利用者等の相談に対応する体制を確保している

こと。 

ニ 指定特定相談支援事業所の新規に採用した全ての相談支援専門員に対し主任相談支援専門員の

同行による研修を実施していること。 

ホ 基幹相談支援センター等から支援が困難な事例を紹介された場合においても、計画相談支援等

を提供していること。 

ヘ 基幹相談支援センター等が実施する事例検討会等に参加していること。 

ト 指定特定相談支援事業所において指定サービス利用支援又は継続サービス利用支援を提供する

件数（指定障害児相談支援事業者の指定を併せて受け、一体的に運営されている場合は、指定障

害児相談支援の利用者を含む。）が１月間において相談支援専門員１人当たり40件未満であるこ

と。 

（２）特定事業所加算（Ⅱ） 400単位／月 

（算定要件） 

イ 常勤かつ専従の相談支援専門員を４名以上配置し、かつ、 そのうち１名以上が相談支援従事者

現任研修を修了していること。 

ロ 特定事業所加算（Ⅰ）のロ、ハ、ホ、ヘ、トの要件を満たすこと。 

ハ 指定特定相談支援事業所の新規に採用した全ての相談支援専門員に対し、相談支援従事者現任

研修を修了した相談支援専門員の同行による研修を実施していること。 

（３）特定事業所加算（Ⅲ） 300単位／月 

（算定要件） 

イ 常勤かつ専従の相談支援専門員を３名以上配置し、かつ、 そのうち１名以上が相談支援従事者

現任研修を修了していること。 

ロ 特定事業所加算（Ⅰ）のロ、ハ、ホ、ヘ、トの要件を満たすこと。 

ハ 特定事業所加算（Ⅱ）のハの要件を満たすこと。 

（４）特定事業所加算（Ⅳ） 150単位／月 

（算定要件） 

イ 常勤かつ専従の相談支援専門員を２名以上配置し、かつ、そのうち１名以上が相談支援従事者

現任研修を修了していること。 

ロ 特定事業所加算（Ⅰ）のロ、ホ、ヘ、トの要件を満たすこと。 

ハ 特定事業所加算（Ⅱ）のハの要件を満たすこと。 

 

［見直し後］ 

（１）機能強化型サービス利用支援費（Ⅰ） 1,864単位／月 

（算定要件） 

現行の特定事業所加算（Ⅱ）の要件を満たすこと 

※ 常勤専従の相談支援専門員１名配置を必須とした上で、地域生活支援拠点等を構成する複数の

指定特定相談支援事業所で人員配置要件が満たされていることや24時間の連絡体制が確保されて
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いることをもって算定要件を満たすことを可能にする。（以下、機能強化型サービス利用支援費

（Ⅱ）及び機能強化型サービス利用支援費（Ⅲ）について同じ。） 

（２）機能強化型サービス利用支援費（Ⅱ） 1,764単位／月 

（算定要件） 

現行の特定事業所加算（Ⅲ）の要件を満たすこと。 

（３）機能強化型サービス利用支援費（Ⅲ） 1,672単位／月 

（算定要件） 

現行の特定事業所加算（Ⅳ）の要件を満たすこと。 

（４）機能強化型サービス利用支援（Ⅳ） 1,622単位／月 

（算定要件） 

イ 専従の相談支援専門員を２名以上配置し、かつ、そのうち１名以上が常勤専従かつ相談支援従

事者現任研修を修了していること。 

ロ 現行の特定事業所加算（Ⅰ）のロ、ホ、ヘ、トの要件を満たすこと。 

ハ 現行の特定事業所加算（Ⅱ）のハの要件を満たすこと。 

※ 機能強化型継続サービス利用支援費並びに機能強化型障害児支援利用援助費及び機能強化型継

続障害児支援利用援助費についても同様の算定要件。単位数は相違あり。 

 

 

・看護職員加配加算【見直し】（児童発達支援、放課後等デイサービス） 

［見直し後］ 

＜主として重症心身障害児を通わせる事業所以外の事業所＞ 

主として重症心身障害児を通わせる事業所以外の事業所においては、医療的ケアを行うために必要

な看護職員の配置の費用を含んだ医療的ケア児の基本報酬区分を創設することから、看護職員加配加

算は廃止する。 

 

＜主として重症心身障害児を通わせる事業所＞ 

① 看護職員加配加算（Ⅰ） 【看護職員１人分の加算】 

医療的ケア児の新判定基準のスコアに前年度の出席率（利用日数/開所日数）を掛 けた点数の

医療的ケア児全員の合計点数が40点以上になること。 

② 看護職員加配加算（Ⅱ） 【看護職員２人分の加算】 

医療的ケア児の新判定基準のスコアに前年度の出席率（利用日数/開所日数）を掛 けた点数の

医療的ケア児全員の合計点数が72点以上になること。 

 

≪看護職員の基準人員の取扱いの見直し≫ 

医療的ケア児に医療的ケアを行う場合は看護職員を置くこととし、置いた場合は当該看護職員を児

童指導員等の員数に含めることができる（ただし、「医療的ケア児」の基本報酬、医療連携体制加算

又は看護職員加配加算により配置する看護職員を除く。）。 

※ 児童発達支援センター（主として難聴児・重症心身障害児を通わせる場合を除く。）は、機能訓
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練担当職員及び看護職員を児童指導員等の員数に含める場合、その半数は児童指導員又は保育士で

なければならないものとする。 

 

 

・児童指導員等加配加算【見直し】 

及び 専門的支援加算【新設】（児童発達支援、放課後等デイサービス）★ 

児童指導員等加配加算（Ⅰ）の報酬単価を見直すとともに、児童指導員等加配加算（Ⅱ）を廃止す

る一方、支援の質を向上させる観点から、専門職（理学療法士・作業療法士・言語聴覚士・心理指導

担当職員・国立障害者リハビリテーションセンター視覚障害学科履修者）を１名以上加配（常勤換算

による算定）して行う支援を評価する加算を創設する。 

※ 児童発達支援における専門的支援加算の算定要件については、対象となる未就学児への支援に当

たり、特に集団生活への適応や他者との関係性の構築のために専門的で個別的な支援が必要であるこ

とから、児童福祉事業について５年以上経験のある保育士・児童指導員についても、専門職の職種の

対象に含めることとする。（放デイは、５年以上経験のある保育士・児童指導員であっても、専門職

の職種の対象外です。） 

  難聴児の早期支援に向けて、児童指導員等加配加算の対象資格に手話通訳士及び手話通訳者を追加

する。 

 

・福祉専門職員配置等加算【見直し】（児童発達支援、放課後等デイサービス） 

障がい福祉サービス経験者が加算の対象職種の対象外になります。 

 

 

・重度障害児支援加算【見直し】及び小規模グループケア加算【新設】（障がい児入所支援） 

重度障害児支援加算について、ケアの小規模化を進めることを前提とした施設要件とはなっていな

いことから、小規模グループケアに対応した施設要件となるように見直す。 

≪重度障害児支援加算の要件の見直し≫ 

［見直し後］ 

①重度障害児専用棟の設置、②重度障害児入所棟の定員をおおむね20人、③居室については１階に

設けること等の施設基準を満たし、一定の要件に該当する障害児を支援した場合に算定する。ただ

し、小規模グループケア加算を算定している場合は、①と②の基準を満たさなくても算定できるも

のとする。 

※ ③の基準は、重度障害児者の火災時等の安全確保の観点から、小規模グループケアを実施する

場合であっても満たすことを求めることとする。 

 

 

・ソーシャルワーカー配置加算【新設】（障がい児入所支援、医療型障がい児入所施設） 

地域移行に向けた支援として、障害者支援施設への入所の際や退所して地域へ移行する際に家庭や
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地域と連携した支援を専門に行うソーシャルワーカー（①社会福祉士、②障害福祉サービス事業、障

害児通所支援又は障害児入所支援に５年以上従事した経験を有する者）を専任で配置することを評価

する加算を設ける。 

 

 

・看護職員配置加算【見直し】（障がい児入所支援） 

医療的ケア児を受け入れる体制を整備する観点から、看護職員配置加算（Ⅱ）の判定スコアについ

て、（１）①の医療的ケア児に係る新たな判定基準のスコアを用いることにするとともに、算定要件

を見直す。 

≪看護職員配置加算（Ⅱ）の見直し≫ 

［見直し後］ 

医療的ケア児の新判定基準のスコアに前年度の出席率（利用日数/開所日数）を掛けた点数の医療

的ケア児全員の合計点数が40点以上になること。 

 

 

・強度行動障害児特別支援加算【新設】（医療型障がい児入所施設） 

強度行動障害児の支援について、医療的アプローチとともに、入所児童の発達保障の観点から環境

調整をはじめとした福祉的アプローチの必要性があることから、福祉的支援の強化の観点より、強度

行動障害児特別支援加算を医療型障害児入所施設においても算定できるように見直す。 

 

 

・小規模グループケア加算【見直し】（医療型障がい児入所施設） 

医療型障害児入所施設における小規模グループケアの推進を図る観点から、小規模グループケア加

算の算定要件を見直す（一定の要件を満たした場合に、台所・便所の設置を不要とすることを可能と

する。）。 

≪小規模グループケア加算の算定要件の見直し≫ 

［見直し後］ 

設備については、小規模グループケアの各単位において、居室、居間・食堂等入所している障害児

が相互に交流できる場所、その他生活に必要な台所、浴室、便所等を有していること。（ただし、

以下の⑴から⑶までに掲げる設備の区分に応じ、当該⑴から⑶までに定める場合、それぞれ当該設

備を設けないことができる。） 

⑴ 台所： 利用者の障害の特性から、小規模グループケアの単位内で調理することが困難であっ

て、敷地内にある他の建物の設備で調理することが適当な場合 

⑵ 浴室： 当該小規模グループケアの単位と同一の敷地内にある他の建物の設備を使用することが

できる場合 

⑶ 便所： 利用者の障害の特性から、当該小規模グループケアの単位に設置する必要がない場合 

 


